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入 札 公 告 
 

次のとおり一般競争入札に付します。  

 

令和4年3月3日 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

   兵庫支部契約担当役支部長 齊藤 正博 

 

１ 一般競争入札に付する業務 

（１）業 務 名 加古川訓練センター本館トイレ及び水廻り水栓設備改修工事設計監理業務 

（２）業務場所 兵庫県加古川市東神吉町升田1688-1 

（３）業務内容 「加古川訓練センター本館トイレ及び水廻り水栓設備改修工事設計監理業務委託仕様書」

（以下「仕様書」という。）記載のとおり。 

（４）履行期間 ア 設計期間：契約締結の翌日から令和4年6月29日まで 

        イ 監理期間：当該設計業務に係る工事の公告日から工期末日の１４日後までとする。 

（ただし、その日が当該年度末日を超える場合は、当該年度末日を期間の最終日とする。） 

 

２ 競争参加資格 

次に掲げる条件を全て満たしている者であること。 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ているものは、

同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和 4年 3月 18 日時点において、厚生労働省の一般競争参加資格の「建築関係コンサルタント」に

係る「A」、「B」又は「C」の認定を受けている者であって、兵庫県または大阪府内に本社、支店又は営業

所等（営業実態があるものに限る）のいずれかを有する者であること。 

（４）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構監理業務委託要綱第６条（別紙参照）による管理技術

者（監理）等を配置することができる者であること。 

（５）令和 4年 3月 18 日時点において、厚生労働省より指名停止措置または独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構より競争参加の資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）会社更生法に基づき更生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

（７）民事再生法に基づき民事再生手続の申立がなされている者でないこと。 

（８）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が定める「反社会的勢力への対応に関する規程」第２

条に規定する暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、

特殊知能暴力集団等、その他暴力、威力及び詐欺的手法を用いて経済的利益を得ようとする集団又は個

人（以下、「反社会的勢力」という。）に該当する者でないこと。 

（９）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準じるものとして、厚生労働

省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（１０）令和4年3月18日時点において、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び労働安全衛生法（昭

和４７年法律第５７号)その他の労働関係法令に違反したことにより監督官庁から過去３か月以内に処

分を受けた者、同法令違反容疑で有罪判決を宣告され刑の執行中（執行猶予の場合は執行猶予期間経過

中）の者、又は同法令違反容疑で逮捕勾留、書類送検若しくは起訴されている者でないこと。 

 

３ 入札心得書及び仕様書の交付方法 

  本公告の日から下記４（２）②入札参加申込書受付期間の間に、以下のいずれかの方法により入札心

得書等の交付を行う。 
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（１）ホームページからのダウンロード 

本公告を掲載するホームページ（https://www.jeed.go.jp/location/shibu/hyogo/chotatsu.html）に

パスワードを設定し掲載するので、入札心得書等受領希望者は、hyogo-keiri@jeed.go.jpあてパスワード

発行依頼の電子メールを送信すること。 

・電子メールの件名について 

   『令和4年3月3日付け入札公告「加古川訓練センター本館トイレ及び水廻り水栓設備改修工

事設計監理業務」に係る入札心得書等のパスワード発行依頼』とすること。 

・メール本文に記載する事項について 

   業務名、厚生労働省の一般競争参加資格結果通知書の登録番号（申請中の場合は記載不要）、 

会社名、担当者名、郵便番号、住所、電話番号及びＦＡＸ番号を記載すること。 

申込みを受け付けた後、入札心得書等のパスワードを電子メールにより通知するので、ホームページ上

に掲載する入札心得書等をダウンロードすること。 

なお、申込日から２日以内（土日祝日を除く）にパスワード発行の電子メールの受信が確認できない場

合は、下記４（２）①まで連絡すること。 

（２）手交 

 本公告の日から下記４（２）②入札参加申込書受付期間の間、土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、

午前9時から正午まで及び午後1時から午後5時までの間に当機構兵庫支部、加古川訓練センター及び港湾

職業能力開発短期大学校神戸校において交付する。 

 

４ 入札参加申込方法 

（１）入札参加申込は、厚生労働省に登録している本社（店）において行うこと。ただし、上記「２競争参

加資格」において示す兵庫県または大阪府内に本社がない場合は、兵庫県または大阪府内に支店等を有

することが確認できる書類（現在事項全部証明書等の写し）を提出すること。 

（２）入札参加申込書及び厚生労働省の「資格審査結果通知書」の写しを、下記のとおり書留郵便（一般書

留、簡易書留等）又は宅配便により送付すること。 

  ① 送付先 

     〒661-0045 兵庫県尼崎市武庫豊町3-1-50 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構兵庫支部 総務課経理係 

           TEL 06-6431-7276 

② 入札参加申込書受付期間 

令和4年3月3日8時45分から令和4年3月18日16時00分まで（必着） 

 

５ 入札参加資格の通知 

入札参加申込の受付終了後、当機構において入札参加申込者の入札参加資格に係る審査を行う。審査の

結果、欠格者については、令和4年 3月 18日までに通知する。（入札参加資格があると認められた者につ

いては、審査結果通知は行わないこと） 

なお、入札参加資格があると認めた者であっても、上記２の競争参加資格条件を欠くと認められた場合

には、入札参加資格を取り消すものとする。 

 

６ 入札方法等 

（１）入札執行日時及び場所 

       日 時  令和4年3月30日 14時00分 

        場 所  〒661-0045 兵庫県尼崎市武庫豊町3-1-50 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構兵庫支部 本館2階会議室 

          TEL 06-6431-7276 

        その他 ・入札参加者又はその代理人は、印鑑及び名刺を持参すること。 

        ・入札開始時間は、入札執行者の判断により、場合によっては遅らせることもあり得るこ

と。 

        ・入札の開会を宣言した後は、その時会場に入室（出席）していない者は、いかなる理由

があっても入札に参加することはできない。 
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（２）入札書の提出方法 

   上記（1）の日時及び場所に持参すること。 

   郵送による場合は、令和4年 3月 28 日午前必着とし、代表者が直接入札する場合は、代表者の名刺

を、代理人をして入札する場合は、代理人の名刺及び委任状を同封すること。 

（３）落札者の決定 

入札参加者のうち、その入札価格が契約の目的に応じ予定価格の110分の100に相当する価格の範囲

内で最低価格のものを落札者とする。 

ただし、その価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあ

るとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格の110分の100に相当する価格の範囲内の価格をもって入

札した他の者のうち、最低価格をもって入札した者を落札者とする。 

（４) その他 

入札方法等の詳細は、入札心得書による。 

 

７ 契約書の作成 

設計監理業務委託契約書（以下「契約書」という。）は、当機構指定のものを使用しなければならない。 

 

８ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金は免除する。 

（２）落札者は、契約書の提出日までに契約保証金の納付に代わる次のいずれかの保証を付さなければなら

ない。 

なお、保証金額又は保険金額は、業務委託代金額の１０分の１以上としなければならない。 

ア 銀行、機構が確実と認められる金融機関又は前払金保証事業会社の保証 

イ 公共工事履行保証証券による保証 

ウ 履行保証保険契約の締結及びその保険証券の寄託 

   

９ 異議の申立 

当機構の判断により入札参加資格がないとされたことに対する異議は、入札参加資格に係る審査結果通

知日から３日以内（通知日及び土日祝祭日は含まず）に届くように以下の問い合わせ先あて文書で申し立

てすること。また、文書発送前後には、質問受付時間内に電話による連絡を必ず行うこと。 

なお、それ以後は、異議の申立は受け付けないものとし、当機構の手続に過失がある場合においても責

任を問えないものとする。 

 

１０ その他 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２

２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする場合に

は、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開するなどの取

組を進めるとされているところです。 

これに基づき、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表することとしますので、

所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締結を行っ

ていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただきますの

で、ご了知願います。 

   

１１ 問い合わせ先 

   〒661-0045 兵庫県尼崎市武庫豊町3-1-50 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構兵庫支部 総務課経理係 

TEL 06-6431-7276 

以上 
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（入札公告別紙） 

 

 

監 理 業 務 委 託 要 綱（抜粋） 
 

 

（管理技術者（監理）等の資格） 

第６条 管理技術者（監理）は、１級建築士として５年以上の監理の実務経験を有し、当該工事を充分監理

する能力を有するものとする。ただし、監理対象工事が設備工事単独又は主の場合は、機構と協議の上、

建築設備士等とすることができる。なお、管理技術者（監理）の再委託は不可とする。 

２ 建築の主任担当技術者は、１級建築士又は２級建築士とする。ただし、２級建築士の場合は、 １０年

以上の監理の実務経験を有するものとする。なお、巡回監督の場合は、１級建築士とする。 

３ 電気設備の主任担当技術者は、設備設計一級建築士、建築設備士、電気工事施工管理技士若しくは電気

主任技術者（電気事業法）とする。ただし、資格を有しない者の場合であっても、１０年以上の監理の実

務経験を有する場合は、機構と協議し、主任担当技術者とすることができる。 

４  機械設備の主任担当技術者は、設備設計一級建築士、建築設備士若しくは管工事施工管理技士とする。

ただし、資格を有しない者の場合であっても、１０年以上の監理の実務経験を有する場合は、機構と協議

し、主任担当技術者とすることができる。 

５ 管理技術者（監理）等の資格は、前４項までの定めによるほか、機構が必要と認める工事にあっては、

委託仕様書により要件を付加する。 

 

 

  


